（Ｈ25年12月）

· アベノミクスの成長戦略（日本再興戦略）が私たちに求めるものは？
皆さんご存知のとおり「アベノミクス」とは、昨年の12月に誕生した安倍内閣において首相が表明した「3本の矢」を柱とする経済政策のことです。日本経済の成長率は、「失われた20年」という言葉で象徴されるように、バブル崩壊以降約20年の長期にわたって低迷を続けてきました。安倍内閣は、その最大の要因がデフレにあると判断し、長期デフレからの脱却を目指して以下の3つの経済政策をすすめています。
· 大胆な金融政策
インフレターゲット（物価上昇率の目標）を2％に設定し、日本銀行と連携をとってその目標が達成されるまでは無制限の量的緩和政策（通貨供給）をとることとしました。これにより金利が低下し、円安へと誘導され、日本のGDP（国内総生産）の約13％を占める自動車・電機などの輸出型産業の再生がこれまでのところ図られています。
· 機動的な財政出動
総額20兆円（内2013年度補正予算案13.1兆円）の財政出動を決定し、インフレへと誘導することとしました。その内訳は公共事業が中心で、東日本大震災の復興費を含む「復興・防災対策」に3.8兆円、通学路の安全対策など「暮らしの安全・地域活性化対策」に3.1兆円、再生医療の実用化支援など「成長による富の創出対策」に3.1兆円などとなっています。
· 民間投資を喚起する成長戦略（日本再興戦略）
有識者からなる産業競争力会議で具体策をとりまとめ、今年の6月14日に閣議決定されました。主な成長目標は次のとおりです。
(1)民間企業活力の復活・・・投資減税で法人負担軽減、設備投資を今後3年間で年70兆円を回復、今後5年間で新たに1万社の海外展開実現
(2)ビジネス環境整備・・・「国家戦略特区」を創設して世界から投資を引き込む、外国人医師が日本で医療活動できるよう制度を見直す
(3)通商の拡大、グローバル化推進・・・貿易のFTA（自由貿易協定）比率を現在の19％から2018年までに70％にする、インフラ受注額を官民一体で約10兆円から2020年までに約30兆円にする、訪日外国人旅行者を2013年に1000万人とし2030年には3000万人超とする
(4)農林水産業を成長産業に・・・農林水産物・食品輸出額を現在の4500億円から2020年までに1兆円にする、6次産業（農林水産業者が生産だけでなく加工や販売まで手掛けること）の市場規模を2020年までに現在の10倍の10兆円にする
(5)雇用・女性・人材育成・・・失業期間6ヶ月以上の人を5年間で2割減、女性（25～44歳）の就職率を2020年までに現状の68％から73％にする、世界と戦える人材育成という観点で2020年までに留学生を6万人から12万人に倍増
(6)エネルギー産業を育成・・・エネルギー産業を育成して2020年までに約6兆円の市場を獲得、未来のエネルギーとなる海洋資源を商業化
(7)健康・医療産業の拡充・・・健康予防関連市場を4兆円から2020年に10兆円に拡大、医療産業市場を12兆円から2020年に16兆円に拡大
以上の成長戦略の目標で見えてくることは、グローバルな視点での戦略なくして日本経済の成長・再興はあり得ないということです。外国資本を呼び込んで国内の雇用を増やし、物やサービスを輸出して、また外国人旅行者に来てもらって外貨を稼ぎ、国際舞台で活躍できる人材を育成し、海外での事業展開も積極的に行う。一人ひとりが今以上に国際感覚を磨き、真の意味での国際人になることがまさに求められているといえます。（工藤克己）
